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（続紙 ２ ）                            
（論文審査の結果の要旨） 
平成26年会社法改正により、略式合併以外の合併についても株主による合併の差止
めを認める制度が導入された。同制度では、合併が法令定款に違反し、かつ株主が不
利益を受けるおそれがあることが差止請求の要件とされているが、合併においては株
主が受けうる不利益が新株発行の差止めの場合ほど明瞭ではないことが多く、不利益
要件の解釈は今後の重要な課題になると予想される。 
 本論文は、合併承認決議に瑕疵がある場合にも合併の差止めによって会社が被る不
利益と合併が実行されることによって株主が被る不利益を比較して合併差止めの可否
を判断しうるとするドイツの制度およびそれをめぐる豊富な議論を手がかりとして、
わが国における合併差止制度の運用のあり方を検討したものであり、特に次のような
点で学術的に大きな意義が認められる。 
 第１に、本論文は、合併承認決議に瑕疵がある場合の合併の可否に関するドイツの
制度の変遷とその時々の議論を立法資料にも立ち入りつつ詳細に分析しており、制度
と学説・判例の発展過程が生き生きと描き出されている。同制度はこれまでわが国に
本格的に紹介されたことがなく、本論文の資料的価値は大きい。 
 第２に、本論文は、合併承認決議の瑕疵を争う訴訟が提起されると合併手続が停止
させられ、それに対する会社側の異議の申し立てが認められれば合併が許容されると
いう、わが国の合併差止制度とは全く別物のようにみえるドイツの制度においても、
繰り返し議論されてきたのは会社利益と株主利益を比較衡量するという手法の当否で
あったことを指摘し、ドイツ法の経験がわが国の合併差止制度の検討にも有用である
ことを明らかにしてみせた。彼我の違いの大きさから軽視されがちな研究素材から有
益な知見を引き出すという着想は非凡であり、高く評価することができる。 
 第３に、本論文は、ドイツでの解釈論をそのままわが国に持ち込むのではなく、む
しろドイツで登記許容制度に向けられている種々の批判に注意深く耳を傾けたうえ
で、わが国会社法にいう「株主が不利益を受けるおそれ」の内容として会社利益と対
比されうるような実質的なものを求めることの問題点を的確に指摘している。 
 これらの点を勘案すれば、本論文が、わが国における合併差止制度に関する議論の
理論的水準を飛躍的に高め、今後の議論に大きな影響を与える優れた業績であること
は明らかである。 
 以上の理由により、本論文は博士（法学）の学位を授与するに相応しいものであ
り、かつ、学界の発展に資するところが大きく、特に優れた研究であると認められ
る。また、平成29年1月30日に調査委員3名が論文内容とそれに関連した試問を行った
結果合格と認めた。 
なお、本論文は、京都大学学位規程第14条第2項に該当するものと判断し、公表に
際しては、当該論文の全文に代えてその内容を要約したものとすることを認める。 
 
 
